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自治体職員向け「事業承継支援ガイドブック」の趣旨等

• 北海道は、後継者不在率が全国4番目の高さ※１となっている中、国が設置する「北海

道事業承継・引継ぎ支援センター」の相談成約件数は過去最多の状況※２です。

• しかし、地域の経済や生活に不可欠・必要とされながらも事業承継に至らず「惜しま

れながら廃業」も発生しており、地域の活力を維持・向上させていく上でも、道内自

治体による事業承継支援の拡大が必要です。

• 道外を中心に自治体関与型の事業承継支援として注目される事例や「移住×事業承

継」など地方創生施策と一体的に取り組む動きがいくつか見られるものの、道内自治

体における事業承継支援の取組状況を整理した情報はこれまでありませんでした。

• 本ガイドブックは、道内自治体における事業承継支援の実態把握調査（道内では初の

取組）の結果や道内外自治体の取組事例を提示し、事業承継支援に関して何から手を

打てばよいか悩む道内自治体にヒントを得てもらうことを目的にまとめたものです。

• 経済産業省北海道経済産業局としては、地域の「惜しまれながら廃業」をとめるべく、

道内自治体の皆様に本ガイドブックをご活用いただき、自治体による事業承継支援の

輪が広がっていくことを期待しております。

※１ 『全国「後継者不在率」動向調査（2024年）』（帝国データバンク）
※２ 2023年度（単年度）の相談件数（701件）・成約件数（116件）は、同センターの設置（2011年度）以来、過去最多（同センター調べ）
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道内自治体における事業承継支援の実態把握調査

• 道内179自治体における事業承継支援の取組状況の実態を把握するため、自治体へのアンケート調

査※を実施。

アンケート調査結果の概要

①

③

⚫ 道内自治体の約55％が事業承継支援を重要と認識しつ
つもまだ取り組めていない（右上図）。

⚫ その要因は、支援に関するノウハウや人員の不足という
回答が多数（左上図）。

⚫ 一方、すでに支援に取り組む道内自治体も約39％あり
（右上図）、そのうち約94％が身近な地域商工団体な
どの支援機関と連携している実情も判明。

※アンケート調査の概要 調査期間：2024年8月29日～9月30日 調査対象：北海道内179市町村 有効回答数：170（回答率95.0％）
調査方法：メールにて質問フォームを案内及び郵送にて質問票を送付 回答方法：メール、WEBフォーム

⚫ 事業承継支援に「既に取り
組んでいる」と回答した66
自治体（＝左記右上図の約
39％）において、実施して
いる支援施策は「補助金」
が最も多い結果。

⚫ また、16自治体が地域事業
者の状況を把握する等の目
的でアンケート調査を実施
と回答。

⚫ 回答を寄せた170自治体
が今後強化したいと考え
ている支援施策としては、
「補助金」が最大、次い
で「マッチング支援」を
あげる自治体が多い結果。

事業承継支援の取組状況

事業承継支援の取組状況、取り組めていない理由 等

実施している施策 強化したい施策

＜詳細：ガイドブック本体 P4～7参照＞

取り組めていない理由（右図②③が回答）

38.8%

54.7%

6.5%

①既に取り組んでいる

②必要だと認識しているが取り組めていない

③あまり必要だと認識していない

①

②

③

33.6%

25.3%

19.8%

11.1%

10.1%

①ノウハウ不足

②人員不足

③他機関に任せている

④必要という声を聞かない

⑤予算

①

③

④

⑤

②

実施している施策 回答数
（複数回答）

補助金 46（47%）

マッチング支援 18（18%）

施策周知 16（16%）

アンケート 11（11%）

セミナー 7 （7%）

強化したい施策
回答数

（複数回答）

補助金 71（28%）

マッチング支援 60（23%）

施策周知 48（19%）

アンケート 45（18%）

セミナー 33（13%）
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• 道内自治体が自律的に事業承継支援に取り組むための気づきや情報を提供するため、事業承継支援

に関して様々なステージにある自治体（先行して取り組んでいる/緒についたばかり/必要と感じつ

つもまだ取り組めていない）の体制や取組内容等をヒアリングし、計21事例を掲載。

• また、移住推進や地域機能の維持など「自治体が自ら取り組む意義を認識できる地方創生施策」が

事業承継支援にも生かせることを伝えるため、計9つの「地方創生×事業承継」事例を掲載。

事例紹介 ～道内外の自治体が進める事業承継支援、地方創生×事業承継～

【道内自治体】

1. 旭川市

2. 釧路市

3. 苫小牧市

4. 当別町

5. 八雲町

6. せたな町

7. 下川町

8. 西興部村

9. 音更町

10.芽室町

11.中標津町

【道外自治体】

1. 山形県鶴岡市/酒田市

2. 福島県郡山市

3. 福島県石川町

4. 神奈川県相模原市

5. 新潟県三条市

6. 長野県飯田市

7. 愛知県豊橋市

8. 山口県宇部市

9. 熊本県菊池市

10.宮崎県美郷町

【地方創生施策から考える事業承継】

１．由仁町 ２．長沼町 ３．栗山町 ４．沼田町

【事業承継が紡ぐ地域の未来】

1. 江別ほほえみ(株) ＜江別市＞

2. (株)藤林商店 ＜富良野市＞

3. 羽衣製麺 (合)羽衣製麺 ＜東川町＞

4. 村上書店 (有)村上澄好商店 ＜足寄町＞

5. 大森水産 (有)マルダイ大森水産 ＜白糠町＞

道内外の自治体が進める事業承継支援 地方創生×事業承継

＜詳細：ガイドブック本体 P8～23参照＞

＊紹介事例の一部を、本資料P4～5に掲載
（事例に関する詳細情報等をご希望の場合は、本資料表紙の「お問い合わせ先」までご連絡ください）
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（事例の一部：道内外の自治体が進める事業承継支援）

下川町

今後の方針の検討を進めていく上で、農業、林業、商工

業に従事する方を中心とした業種を跨いだ議論の場を作り、

現場感を踏まえた解決策を探っていくことを検討しています。

また、現在、農業・林業・中小企業に分かれている振興条

例を産業振興基本条例として一本化し、人材確保・育成や

事業承継を後押しする補助制度を拡充していく予定です。

下川町は、町内商工業者の事業承継問題を把握できていなかったため、2024年８

月に町・商工会・一般財団法人しもかわ地域振興機構が協力して事業承継に関する

アンケートを実施しました。このアンケート結果に基づき、町は事業者のフォローアッ

プとして、同財団とともに事業承継に意欲を示した事業者への個別訪問を通じた事業

者毎の課題把握などを進めています。

今後、承継希望があった場合の初期対応を役場や同財団が担い、専門的な相談は、

北海道事業承継・引継ぎ支援センターと連携する方針です。また、現在は支援を求めな

い事業者であっても、将来的な支援ニーズに適切なタイミングで対応することが重要と

なるため、身近な地域金融機関や外部専門家との協力も検討しています。

下川町 産業振興課長

亀田 慎司さん

下川町で実施した事業承継に
関するアンケート項目の一部

地域の状況

今後の展望

宮崎県美郷町

美郷町版事業継承バンク

『みさとバトン』 農業用

事業承継関連の相談は増加傾向にありますが、多くの事業者が事業承継の必要性

を認識しておらず、必要性が十分に浸透しているとは言えない状況です。今後、事業

者に対する事業承継の必要性を啓発するため、以前、町で実施した落語を活用したセ

ミナーのような参加しやすさに配慮したイベントも検討しています。

美郷町は、中山間地域という地理的要因がありながらも他機関や民間サービ

スに依存することなく、自治体として出来ることを模索しながら、スモールス

タートで支援を実現させました。「みさとバトン」の創設にあたっては、後継

者の有無や第三者への事業譲渡の意向等の実態や支援ニーズを把握するために、

町内事業者向けにアンケートや取材を行う等の地道な取組が背景にあります。

美郷町は、以前から事業承継支援の必要性は認識していたものの、中山間地域と

いう地理的要因等から、支援機関との連携や民間サービスの活用等が難しい状況でし

た。そのため自地域だけでできることはないか模索し、町独自で「みさとバトン」と

いう事業承継マッチングサービスを2022年から開始し、地域おこし協力隊を中心に

後継者不在の事業者の掘り起こしや、後継者募集中の事業を掲載するなどして事業承

継支援を行ってきました。現在では、中山間地域特有の課題に対応するべく、空き家

バンクや移住支援との連携を通じたマッチングを実施しています。

地域の状況

今後の展望
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（事例の一部：地方創生×事業承継）
空き店舗

活用

地域機能の

維持
起業・創業

由仁町

由仁町 産業振興課

由仁のもの事業担当  主査 今村 倫幸さん

由仁町は、空き家・空き店舗の増加が課題となっており、商工会と連携して解決

に取り組んでいます。

具体的には、商工会と連携した空き店舗所有者に対する聞き取り調査を実施し、

所有者の意向を把握することで事業承継や店舗再利用の可能性を探っています。また、

商工会主導の起業セミナーの開催時には、町による集客支援を通じて、新規事業創出

や地域の産業活性化に向けた連携を実施しています。

その他、商店街を活性化させるために、若者が自発的に焼肉店などの新規事業を

立ち上げている事例もあり、こうした若者を支援するために、既存の起業セミナーに

加え、若者向けの支援プログラムを新たに設けることも検討しています。

今後も商工会や北海道事業承継・引き継ぎ支援センター等の支援機関とも連携し

ながら、若者の起業支援や空き家・空き店舗対策も含めた総合的な支援を提供するこ

とで、地域経済の安定と活性化を目指したいと考えています。

空き店舗対策としての聞き取り調査が、所有者の事業承継ニーズの把握にもつな

がっています。

本事例で見られるように、日頃の業務の中で、事業承継支援につなげられること

も意識して取り組むことで、起業支援や空き店舗対策など関連する地方創生施策と

の一体的な支援が展開できます。

株式会社藤林商店（富良野市）

藤林商店を引き継いだ

工藤さんご夫婦

富良野市では、シティプロモーション課が移住支援を実施していますが、首都圏

人材を対象とした「ワーケーション事業」の受け入れ先として藤林商店も参画して

います。移住した後にも、こうした事業を通じて地域での役割や活躍の場を創造し、

地域に溶け込むサポートをすることも自治体の大切な役割だと考えます。

また、移住や事業承継の経験を外部に伝えることで地域の新たな担い手を呼び込

むなど好循環が期待されます。

地域機能の

維持
移住

地域産業の

存続

地元名産の富良野メロンを全国販売する麓郷地区唯一の青果店

藤林商店を引き継いだ工藤さんは、コロナ禍をキッカ

ケに夫婦で仙台から北海道へと移住。奥様がアルバイト

をしたのがご縁で、創業70年の老舗である同店が後継者

を探していることを知りました。同店は、麓郷地区では

たった一軒の青果店として住民に愛される存在であると

ともに、富良野メロンを全国発送しており、地域経済に

おいても重要な役割を担っていました。

工藤さんは、小売業はまったくの未経験でしたが、不

安な部分もオープンに話し合うことで先代と信頼関係を

築き、承継に至りました。常に「教えてください。」と

積極的に話しかける姿勢を大切にしており、地域での信

頼関係が事業承継だけでなく、事業を継続していく上で、

非常に大切であると工藤さん夫婦は考えています。

承継後、インスタグラムなどのSNSを活用して店舗の認知度を高めた結果、

昨シーズン中にフォロワー数が約３倍に増加するなど、新たな取組は若年層や

観光客へのアプローチにも役立っています。
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• 本事業の一環として、道内自治体が行う今後の事業承継支援の方向性を検討し、地域自律的な事業

承継支援の構築を図ることを目的に、美瑛町と増毛町の2自治体が取組を具体化すべく、それぞれ

において意見交換会を実施。そこで得られた意見等を踏まえ、今後の取組案を作成。

地域の事業承継支援を考える ～美瑛町・増毛町の意見交換会レポート～

美瑛町 増毛町

主要産業である観光業は、インバウンドを中心とした観
光客の増加に伴い、順調に成長しているものの、中心商店
街における経営者の高齢化と後継者不在による廃業や空き
店舗の増加という課題の解決を目指し、本事業を活用して
事業承継支援の方向性検討をすることに。

事業者の減少が課題となる中、事業承継問題を抱える事
業者へのアプローチと掘り起こしが課題。こうした課題対
応の上では、事業承継支援として様々な支援策があり、増
毛町にとって適切な支援策を模索している中、本事業を活
用して事業承継支援の方向性検討をすることに。

【意見交換会】
1回目：2024年12月11日実施
2回目：2025年1月23日実施

【意見交換会】
1回目：2024年12月18日実施
2回目：2025年1月21日実施

今後の取組案として、中心商店街の空き店舗対策の補助金
と事業承継支援策の連動とセミナー実施に向けた具体的な
企画立案を目指している。

事業承継支援に向けた取組方針
１．来年度予算化予定の空き店舗等活用補助事業の周知を

行い、第三者承継を促進する
２．商工会との連携セミナーを開催し、事業承継の機運を

高める

今後の取組案として、事業承継支援の実態把握を目的とし
たアンケートの実施と、具体的フォローに向けた体制整備
を目指している。

事業承継支援に向けた取組方針
１．商工会、事業承継・引継ぎ支援センター等関係機関と

の連携体制の構築
２．地域事業者向けの実態把握調査を起点とした増毛町の

事業承継支援プランの作成

＜詳細：ガイドブック本体 P24～27参照＞



7

• 道内自治体へのアンケート調査や道内外自治体へのヒアリングで見えてきたことを、自治体が事業

承継支援に取り組む上での有用なヒントとして、以下の「5つの視点」を提示。

• 自治体にはこれら視点を活用いただき、例えば「出来ることから支援を開始」する動きが広まるな

ど、道内自治体による事業承継支援が進展することを期待。

自律的に事業承継支援に取り組むために（まとめと提言）

＜詳細：ガイドブック本体 P28～30参照＞


